
若年層の性暴力被害予防月間
【期間】毎年４月

【目的】

これまでのＡＶ出演強要やＪＫビジネスなどの問題の更なる啓発に加え、深刻化している

レイプドラッグの問題、酩酊状態に乗じた性的行為の問題、ＳＮＳ利用に起因する性被害、

セクシュアルハラスメント、痴漢等、若年層の様々な性暴力被害の予防啓発や性暴力被害に

関する相談先の周知、周りからの声掛けの必要性などの啓発を行い、若年層が性暴力の加害

者、被害者、傍観者にならないことの啓発を徹底する。

【主な実施事項】

（１）ポスター、リーフレットの作成・配布、

テレビ、ラジオ、インターネット等のメディア

を利用した広報活動

（２）講演会・研修会等を開催し、若年層の性暴力被害

予防のための啓発活動を実施

（３）被害者相談活動の一層の充実

【今後の予定】

令和４年の月間においては、同年４月からの成年年齢の

18歳への引下げを受け、契約に関する注意喚起等、積極的

な広報・啓発を実施。

若年層を対象とした性的な暴⼒の根絶

＜令和3年度ポスター・リーフレット＞
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「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを対象とした支援状況等調査」報告書
（令和２年３月 内閣府男女共同参画局）

性犯罪・性暴力被害の相談者の年齢

被害者の年齢

＜電話相談＞ ＜面談＞

・電話相談では、２０歳台が３２．６％、面談でも、２０歳台が３１．６％と最も多い。
・面談では、４割以上を１０代以下の被害者が占めており、中学生以下に限っても、約２割に上る。

※年代が不明の相談者を除いた場合の割合 （令和元年６月～８月）

電話相談、面談とも、２０代以下が約７割
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趣 旨

教材・指導の⼿引きの内容

・発達段階に応じた、「⽣命（いのち）を⼤切にする」「加害者にならない」「被害者にならない」「傍観者にならない」ための教材等を作成

【幼児期】
・「⽔着で隠れる部分」は⾃分だけの⼤切なところ
・相⼿の⼤切なところを、⾒たり、触ったりしては
いけない
・いやな触られ⽅をした場合の対応 等

【⼩学校】
・「⽔着で隠れる部分」は⾃分だけの⼤切なところ
・相⼿の⼤切なところを、⾒たり、触ったりしては
いけない
・いやな触られ⽅をした場合の対応
・ＳＮＳを使うときに気を付けること（⾼学年） 等

【中学校】
・⾃分と相⼿を守る「距離感」について。
・性暴⼒とは何か（デートＤＶ、ＳＮＳを通じた被害
の例⽰）
・性暴⼒被害に遭った場合の対応 等

【⾼校】
・⾃分と相⼿を守る「距離感」について。
・性暴⼒とは何か（デートＤＶ、ＳＮＳを通じた被害、
セクハラの例⽰）
・⼆次被害について
・性暴⼒被害に遭った場合の対応 等

【⾼校卒業前、⼤学、⼀般（啓発資料）】
・性暴⼒の例、実態
・⾝近な被害実態
・性暴⼒が起きないようにするためのポイント
・性暴⼒被害に遭った場合の対応・相談先 等

（主な教材の内容）（主な教材の内容）

【特別⽀援教育】
・⼩学校等向けの教材を活⽤しつつ、障害の状態を踏まえ
教材を⼯夫して実施。
・児童⽣徒の発達段階や障害の程度等に応じた個別指導
を実施。

特

〇性犯罪・性暴力は被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、こうした性暴力の根絶に向けては、性暴力の加害
者にも被害者にも傍観者にもならないための教育や啓発に関する取組を強化することが必要。

〇「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」(令和2年6月関係府省会議決定）に基づき、令和2年度、内閣府・文部科学省
が連携し、有識者の意見も踏まえ、「生命（いのち）の安全教育」のための教材及び指導の手引き等を作成。

〇これにより、性犯罪・性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないための教育を推進。

性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にならないための「生命（いのち）の安全教育」の推進



中学⽣向け教材例

⼩学⽣向け教材例

幼児向け教材例

⾼校⽣向け教材例



令和２年度
〇子供たちが性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にならないために、
内閣府・文部科学省が連携し、有識者の意見も踏まえ、発達段階に応じた
生命の安全教育のための教材及び指導の手引きを作成。

令和３年度～４年度
〇文部科学省において、教材や指導の手引きを活用したモデル事業（子供
を性犯罪等の当事者にしないための安全教育推進事業）を実施。

〇令和３年度は、のべ13自治体49校が参加。

〇モデル事業の実施により、教育機関における指導モデルを開発。

令和５年度
〇モデル事業の成果や課題を踏まえ、全国へ展開。

性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にならないための「生命（いのち）の安全教育」の推進


